
第22号の2 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

第22号の2 ● ● ● ● ● ●

第22号の3 ● 〇 〇 〇

第22号の4 ● ●

第1号別紙1 ● ● ●

第6号 〇 ● ● ● ● ● ◆ ●

－ 〇 ● ● ● ▲ ◆ 〇

－ 〇 ● ● ● ▲ ◆ 〇

第7号 ●

別紙 ●

第7号の2 〇

別紙1 〇

別紙2 〇

第8号 ● ● ● ● ◆ ● 〇

－ ▲ ▲ ▲ ◆ ▲

第9号 ▲ ▲ ▲ ◆ ▲

第10号 ▲ ▲ ▲ ◆ ▲

第12号 ● ●

第13号 ● ● ● ◆

第14号 ※

－ ● ● ● ■ ■ ■ ● ■ ■

－ ●

第2号 ●

第3号 ●

第4号 ※

第7号の3 ※

第11号 ● ※

－ ※

第15号

第16号

第17号

第17号の2

第17号の3

－

第18号

第19号

－ ●

〈注1〉 婚姻等により氏名を変更した場合は氏名の変更が確認できる資料(戸籍抄本や住民票など)の提出が必要です。

〈注2〉 同時に営業所技術者等及び令3条使用人の追加についての届出も必要です。

〈注3〉 複数業種を担当していた営業所技術者等が、一部の業種のみ担当しなくなる場合、様式第8号(営業所技術者等証明書(新規・変更))の届出も必要です。

〈注4〉 営業所技術者等を削除する場合は、様式第22号の3(届出書)の提出も必要です。

〈注5〉 常勤役員等、営業所技術者等を削除する場合は、様式第22号の3(届出書)の提出も必要です。

〈注6〉

〈注7〉

〈注8〉 役員等が令3条使用人を兼ねている(様式第12号(許可申請者(法人の役員等・本人・法定代理人)の住所、生年月日等に関する調書)を提出している)場合は、省略できます。

〈注9〉

〈注10〉

〈注11〉

建設業
の廃業

直前3年の各事業年度における工事施工金額

使用人数

誓約書〈注6〉

一
部
〈

注
5
〉

全
部

新
設
〈

注
2
〉

所
在
地
の
変
更

役員等
の変更
〈注1〉

常勤役員等(経営業務の管理責任者等)証明書

常勤役員等の略歴書

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

届
出
事
項

届出書

廃業届

事
業
年
度
終
了
後
の
決
算
の
変
更
届

(

決
算
報
告

)

登記されていないことの証明書

身分証明書

建設業法施行令第3条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書〈注8〉

営業所技術者等の資格を実務経験及び指導監督的実務経験で届出する場合は必須提出。但し、許可申請者の利便性向上のため、許可に必要な営業所技術者等の要件を満たすことを確認する
書類として「監理技術者資格者証」を添付する場合は、別記様式第9号(実務経験証明書)及び様式第10号(指導監督的実務経験証明書)を省略できます。

「役員等」の範囲は、業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社
員、取締役、執行役若しくはこれらに準じる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいいます。併せて、取締役と同等の支配力を有する者として、総株主の議決権の100分の5
以上を有する株主等も記載が必要です。なお、「常勤役員等(経営業務の管理責任者)」となっている役員は、様式第12号(許可申請者(法人の役員等・本人・法定代理人)の住所、生年月日等
に関する調書)の提出は不要です。

所
属
営
業
所
変
更

名
称
の
変
更
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追
加
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商
号
・
名
称
の
変
更

許可申請者の簡素化を図るため、平成26年3月の財務諸表等規則の改正に伴い、財務諸表への記載を要する資産の基準(重要性基準)を総資産(又は負債及び純資産の合計)の100分の1から100
分の5に改正されました。

附属明細表については特例有限会社を除く株式会社のうち、以下のいずれかに該当する者が提出します。ただし、金融商品取引法(昭和23年法律第25号)第24条に規定する有価証券報告書の
提出会社にあっては、有価証券報告書の写しの提出をもって附属明細表の提出に代えることができます。
①資本金の額が1億円超であるもの
②最終事業年度に係る貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額が200億円以上であるもの

許可申請者(法人の役員等・本人・法定代理人・法定代理人の役員等)の住所、生年月日等に関する調書〈注6〉

常勤役員等の略歴書

変更届出書

個人
●

法人
●

「注文者」及び「工事名」欄には、個人が特定されるような情報(氏名)は記載しないようご注意ください。
主に、建築一式工事、屋根工事、内装仕上工事、建具工事など個人住宅に関する工事に記載されている事例が多いのでご注意ください。
(記載例) 石川太郎様宅新築工事　→　A様宅新築工事
　　　　 石川花子様宅屋根修繕工事　→　B様宅屋根修繕工事

注記表

事業報告書(任意様式)

附属明細表〈注10・11〉

定款

株主(出資者)調書

貸借対照表〈注10〉

損益計算書・完成工事原価報告書

株主資本等変動計算書

削
除

(

交
替
有
の
場
合

)

追
加

削
除

(

交
替
無
の
場
合

)

届出
時期

常

勤

役

員

等

(

経

営

業

務

の

管

理

責

任

者

)

の

変

更
〈

注

1
〉

削
除

(

交
替
有
の
場
合

)

追
加

事実の発生から
2週間以内

削
除

建設業許可取得後に必要な届出(変更届)に係る様式等

事実の発生から
30日以内

4ヶ月
以内

営業所技術者等
〈注1〉

令3条使用人
〈注1〉

営業所の変更

削
除

(

交
替
無
の
場
合

)

担
当
業
種
変
更

建設業法施行令第3条に規定する使用人の一覧表

健康保険等の加入状況

営業所技術者等証明書(新規・変更)

資格証明書(技術検定合格証明書、卒業証明書、監理技術者資格者証など)

実務経験証明書〈注7〉

指導監督的実務経験証明書〈注7〉

納税証明書(納付すべき額及び納付済額)

変更届出書(第一面)

変更届出書(第二面)

損益計算書

登記事項証明書

貸借対照表〈注10〉

役員等の一覧表〈注6〉

工事経歴書〈注9〉

●：必須提出

〇：該当する場合に提出

▲：既に提出している場合は省略可

※：変更がない場合は省略可

◆：営業所の移転に伴い、営業所技術者等、令3条使用人に変更があった場合

◆：は、必須提出

■：登記されている場合のみ必須提出

既存の役員が就任した場合には、誓約書、

登記されていないことの証明書、身分証

明書は不要

「顧問」「相談役」「株主

等」は、登記されていな

いことの証明書、身分

証明書は不要

従業員数の変更のみの場合は不要

表中の変更届出事由は一般的なものの例示であり、上記以外にも届

出が必要な場合があります。

届出時には別途確認資料も必要となります。

届出部数は、正本・副本・写各1通です。


